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ためには新たな手当てが必要になる。
４ 　相続法改正における議論状況と①決定、②判決
の影響

　平成30年７月に成立した相続法改正については、
平成27年４月から平成30年１月にかけて、法制審議
会民法（相続関係）部会において検討がなされた。
①決定、②判決は、まさしくこの法制審議会の審議
の最中に出された判決であり（①決定は、中間試案
後、後半の審議が始まって直後のタイミングであ
る）、当然、その審議に大きな影響を与えた。
　法制審議会では、当初から、可分債権の相続をめ
ぐる問題が検討対象として取り上げられていたが、
その基本的な方向は、上記の二つの軸で言うと、可
分債権一般を対象として、命題Ⅰ、命題Ⅱをどのよ
うな方向で扱うのかという議論が中心であった（預
貯金債権に限った形でのルールの設定をする方向で
の意見もあったが、それについては預貯金債権を他
の可分債権と区別する合理的な説明の困難さ等が指
摘されていた）。
　こうした状況の中で、特に①決定をどのように位
置づけるかは、法制審議会でも強く意識されたが、
そこでの対応には複数の可能性があった。ひとつは、
①決定をふまえつつ、可分債権一般あるいは預貯金
債権の相続による承継についてのルールを設定する
という方向であり、そこでは命題Ⅰ、命題Ⅱをめぐ
る従前の議論を引き継ぎつつ検討がされることにな
る。他方、可分債権の相続という点で最も重要だと
思われる預貯金債権について判例の立場が示された
以上、可分債権や預貯金債権の承継に関する実体法
上のルールを規定することは見送り、判例を前提と
して新たに考えられる問題（預貯金債権の限定的な
払戻しに関する問題）のみに対応したルールを作る
という方向も考えられた。
　最終的には、後者の立場がとられ、いわゆる仮払
いのルールが導入されることになった。すなわち、
新設された民法909条の２（遺産の分割前における
預貯金債権の行使）において、相続開始時の債権額
の３分の１に法定相続分を乗じた額を上限とする権
利行使が認められるとともに、家事事件手続法200
条（遺産の分割の審判事件を本案とする保全処分）
に３項が新設され、相続債務の弁済等、預貯金債権
の行使の必要性が認められる場合には、家庭裁判所
は、預貯金債権の全部又は一部を特定の相続人に仮
に取得させることを可能とした。
Ⅳ　展　望
　①決定と②判決によって、従来、可分債権の相続

をめぐる問題とされてきたところは、実質的には、
かなり解消されることになったのではないかと思う。
遺産の中でも特に重要であると考えられる預貯金債
権が遺産分割の対象とされることになり、この点の
問題は基本的に解消した。また、新たに生じた預貯
金債権の権利行使をめぐる問題は立法的に解決され、
法律状態はより明確になったと考えられる。
　将来的には可分債権一般の相続による承継につい
ての実体法上のルールを整備することも、理論的に
は考えられるかもしれない。しかし、当然分割承継
の原則が妥当して領域でも、たとえば死亡した被害
者の損害賠償請求権の相続の問題など、それが遺産
分割になじむ問題であるのかについては、さらに検
討が必要だろう。その点では、可分債権一般のルー
ルを設定することについては、慎重な判断が求めら
れるように思われる。

【参考文献】
　特に①決定については膨大な判例評釈があるが、
潮見佳男・金融法務事情2058号（2017年）17頁、西
希代子・法学教室440号（2017年）70頁、藤原正
則・金融法務事情2065号（2017年）６頁、齋藤毅・
法曹時報69巻10号（2017年）308頁、川地宏之・民
商法雑誌153巻５号（2017年）102頁を挙げておく。
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貯金債権」は可分債権についての一般原則の例外に
当たるのかという点が問題とされることになる。
　なお、こうした二つの軸の組み合わせについては、
さまざまなパターンが考えられるし、解決のしかた
もさまざまであるが、そうした議論において、比較
的幅広く共有されていたのは、特に預貯金債権につ
いての命題Ⅱ（預貯金債権は遺産分割の対象となる
遺産に含まれない）に対する消極的な評価であった
ように思われる。共同相続人の１人に対する比較的
大きな特別受益があり、遺産はもっぱら預貯金であ
るという場合（実際にも特殊なケースというわけで
はないだろう。①決定の事案はまさしくそうしたタ
イプのものである）、預貯金債権が可分債権だから
ということで、そうした特別受益が考慮されること
なく、相続分に応じて当然に分割承継されるという
ことには疑問が投げかけられていた。分割債権・債
務の原則を規定する民法427条による説明だけでは、
そうした疑問を解消するには不十分だろう。
　預貯金債権をめぐってそうした問題があり、まさ
しくそのような問題を解決するためには、可分債権
についての（命題Ⅰと）命題Ⅱを否定するか、ある
いは、預貯金債権を当然に分割承継され遺産分割の
対象とされない可分債権の例外とするかというアプ
ローチが考えられていたという見方ができるだろう。
３ 　従来の議論状況との関係での①決定、②判決の
意義
　すでに言及したように、①決定、②判決は、こう
した問題状況の中で、預貯金債権を当然分割承継の
原則が適用される可分債権の例外と位置づけ、それ
により、それが遺産分割の対象となることを明らか
にし（命題Ⅱの否定）、また、金融機関に対して各
自が相続分に応じて権利行使をすること否定したも
のである（命題Ⅰの否定）。
　なお、①決定と②判決との関係について、少し補
足しておく。①決定は、普通預金債権について、
「預貯金契約上の地位を準共有する共同相続人が全
員で預貯金契約を解約しない限り、同一性を保持し
ながら常にその残高が変動し得るものとして存在し、
各共同相続人に確定額の債権として分割されること
はない」として、命題Ⅱだけではなく、命題Ⅰも否
定していると考えられる。ただし、事案そのものは
共同相続人間の紛争であり、金融機関に対しての権
利行使が直接の問題となっていたわけではない。そ
の点で、命題Ⅰに関する部分は、傍論であるという
理解は可能だろう。それに対して、②判決の事案は、
まさしく共同相続人の１人と金融機関との紛争であ

り、そこで命題Ⅰの否定が再確認されたものとして
理解することができる（なお、②判決については、
①決定の直接の射程には含まれていなかった定期預
金・定期積金についても同じ法理が妥当することを
示した意義もある）。
　こうした①決定、②判決の意義については、以下
のように二つの視点から評価される。
　第一に、すでに述べたように、それは従来の判例
の流れの延長上に位置づけられる対応であり、また、
あくまで預貯金債権に限った対応であるという点で
は、その影響の大きさを一定の範囲にとどめるもの
としての理解が可能である。
　第二に、他方で、預貯金債権が当然分割承継の原
則の例外とされ、その結果、命題Ⅱだけではなく、
命題Ⅰも否定されたことの実質的な影響は大きい。
すなわち、命題Ⅱのみの否定にとどまれば、その影
響は共同相続人間の問題にとどまり、債務者である
金融機関との関係には及ばない。しかし、命題Ⅰが
否定されたことは、銀行実務との関係では、むしろ
大きな意味を有することになる。
　なお、銀行実務と従来の判例との関係はやや複雑
である。すなわち、判例は命題Ⅰにより各共同相続
人は相続分に応じて当然に分割承継された可分債権
を行使することを認めていたが、銀行実務では、遺
産分割協議書等を求めるなどして、こうした判例と
は異なる対応をしてきた。しかし、近時、相続分に
応じた払戻しを認める金融機関も増えているとされ
ていた。そうした中で、①決定、②判決は、こうし
た近時の銀行実務の動きとは逆に、遺産分割までの
各共同相続人の権利行使を制限する方向（むしろ以
前の銀行実務の状況に合致した方向）に働き、近時
の金融機関の対応をむしろ積極的に否定することに
なるからである。
　また、命題Ⅰが否定されたことによって、共同相
続人の各自が、相続分に応じて預貯金の払戻しをす
ることができなくなったことは、実際上の必要性と
の関係でも新たな問題を生じさせる。すなわち、遺
産からの支出が相当だと考えられる相続債務の弁済
や葬儀費用の支払いについても、預貯金の払戻しに
よって対応することができなくなるからである。従
前の判例を前提とすれば、各相続人は相続分に応じ
た払戻しを金融機関に対して求めることができるし、
また、当然分割承継の原則を前提とする対応に消極
的であった銀行実務においても、葬儀費用などにつ
いては一定の裁量的な対応がなされてきた。①決定、
②判決を前提とすると、このような問題に対応する
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金の利率が高いことの前提となっており、単なる特
約ではなく定期預金契約の要素というべきである。
他方、仮に定期預金債権が相続により分割されると
解したとしても、同債権には上記の制限がある以上、
共同相続人は共同して払戻しを求めざるを得ず、単
独でこれを行使する余地はないのであるから、その
ように解する意義は乏しい（前掲最高裁平成28年12
月19日大法廷決定参照）。この理は、積金者が解約
をしない限り給付金の支払を受けることができない
定期積金についても異ならないと解される」とし、
「共同相続された定期預金債権及び定期積金債権は、
いずれも、相続開始と同時に当然に相続分に応じて
分割されることはない」とし、原判決を破棄し、Ｘ
の請求を斥けた。

解　　説

Ⅰ　実務上の意義
　判例は、後述するように、当然分割承継原則を
とってきた。すなわち、可分債権は相続分に応じて
当然に分割承継され（命題Ⅰ）、可分債権は遺産分
割の対象となる遺産を構成しない（命題Ⅱ）、とさ
れてきた。こうした当然分割承継原則を維持しつつ、
判例は、一定の可分債権については、その性質をふ
まえて、その例外を認めてきた。
　①決定、②判決は、普通預金等の預貯金債権を当
然分割承継原則の例外としたものであり、その点で
は、従来の判例の流れの延長に位置づけることが可
能である。もっとも、その実践的な意義はきわめて
大きい。
　第一に、命題Ⅱが否定されたことにより、預貯金
債権も遺産分割の対象となるが、遺産における預貯
金の占める意義は一般的には非常に大きい。そうし
た預貯金債権についても、特別受益、寄与分をふま
えた具体的相続分に応じた遺産分割の対象とされる
とされたことは、実際の遺産分割にも大きな影響を
与えるだろう。
　第二に、命題Ⅰの否定により、共同相続人の各自
が相続分に応じた払戻しを求めることができなくな
る。これは銀行実務との関係でも大きな意味を持つ。
そのうえで、こうした預貯金の払戻しを全面的に禁
止した場合の不都合に対して、どのように対応する
のかという点が具体的な課題となる。
Ⅱ　論　点
　まさしく上記のような二つの点が論点とされる。
　第一に、可分債権である預貯金債権も、遺産分割
の対象となる遺産を構成するのかという論点である。

　第二に、可分債権である預貯金債権を共同相続し
た者は、相続分に応じた権利を行使することができ
るのかが論点となる。そして、この論点については、
相続分に応じた権利行使が否定される場合、相続し
た預貯金債権について、相続人らはどのように権利
行使をすることができるのかが問題となる。
Ⅲ　判例・学説の動向
１　従前の判例の状況
可分債権の当然分割承継の原則のリーディング
ケースとなった最判昭和29・４・８民集８巻４号
819頁は、「相続財産中に金銭その他の可分債権ある
ときは、その債権は法律上当然分割され各共同相続
人がその相続分に応じて権利を承継する」とした。
昭和29年判決の事案は、損害賠償請求権の相続をめ
ぐる賠償義務者と相続人との間の事件であり、厳密
には共同相続人間の問題を直接扱うものではないが、
これを前提として可分債権は遺産分割の対象にはな
らないとされてきた。
　このような可分債権についての原則を維持しつつ、
判例は、当該債権の性質等をふまえて、その例外を
認めてきた。最判平成22・10・８民集64巻７号1719
頁は、①決定の中でも言及されている定額郵便貯金
について、旧郵便貯金法７条１項３号が分割払戻し
を制限している趣旨等をふまえて、当然分割の原則
が適用されないとしていた。
２　従来の議論状況
　判例は、当然分割承継原則を維持しつつ、その例
外を認めるというアプローチをとってきたが、そう
した判例の評価をめぐる議論においては、二つの異
なる軸での問題があったように思われる。
　第一の軸は、命題Ⅰ、命題Ⅱについてどのように
考えるのかという問題である。ここでは、命題Ⅰと
命題Ⅱとの関係について、命題Ⅱはまさしく命題Ⅰ
を前提とするものであり両者を切り離すことは困難
である、あるいは命題Ⅱの否定を実現するためには
命題Ⅰの否定も必要だという立場（両者は切り離せ
ないという立場）と、命題Ⅰを維持しつつ命題Ⅱを
否定することは可能であり、命題Ⅱに問題があるな
らば、それを否定することで足りるという立場が考
えられる。実際に、後者のような立場も有力であっ
た。
　第二の軸は、可分債権についての原則を維持しつ
つ、当該可分債権の性質に応じて例外的なルールを
検討するという観点からのものである。このような
形で実質的な問題を解決していくという立場も有力
に主張されていた。この第二の軸の議論では、「預
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■事案の概要
　①Ａが死亡し、Ａの養子Ｘとすでに死亡している
Ａの養子Ｂの子Ｙが、共同相続人となった。Ａは、
約285万円の不動産甲、複数の銀行口座に約252万円
の普通預金、約36万ドルの外貨普通預金、ゆうちょ
銀行に小額の通常預金と定期預金の預貯金債権（本
件預貯金債権）を有していた。
　原審（大阪高決平成27・３・24金融法務2059号１
頁）は、この事案において、①Ｂは生前にＡから
5,500万円の贈与を受けており、これはＹの特別受
益に当たる、②ＸとＹとの間では本件預貯金を遺産
分割の対象に含める合意は成立していない、という
ことを前提として、本件預貯金は、相続開始と同時
に当然に相続人が相続分に応じて分割取得し、遺産
分割の対象とならないとした。これに対して、Ｘか
ら許可抗告の申立てがされた。
　②Ａが死亡し、Ａの子であるＸとＢが、共同相続
人となった。Ａは、信用金庫Ｙに、総額3,283万円
の普通預金債権、定期預金債権、定期積金債権（本
件預金等債権）を有していた。Ｘは、Ｙに対して、
相続により本件預金等債権を相続分に応じて分割取
得したとして、その法定相続分相当額の支払いを求
めた。なお、Ｂは、Ｙに補助参加している。
　原審（大阪高判平成27・11・18金融商事1516号19
頁）は、可分債権である預金債権は法律上当然に分
割され、各共同相続人がその相続分に応じて権利を
承継するとして、Ｘの請求の一部を認容した。これ
に対して、Ｙから上告がされた。
■判　　旨
　①遺産分割は共同相続人間の実質的公平を図るこ
とが目的であり、被相続人の財産をできる限り幅広
く遺産分割の対象とすることが望ましいとした上で、
「評価についての不確定要素が少なく、具体的な遺
産分割の方法を定めるに当たっての調整に資する財
産を遺産分割の対象とすることに対する要請も広く
存在する」とし、そうした財産として、預貯金は現
金に近いものだとする。そして、可分債権が当然に
相続分に応じて分割承継されるという原則がありつ
つも、遺産分割の当事者の同意を得て、預貯金債権

を遺産分割の対象とする運用が実務においてなされ
てきたのにも、こうした背景があるとする。
こうした観点をふまえて、「普通預金債権及び通
常貯金債権は、いずれも、１個の債権として同一性
を保持しながら、常にその残高が変動し得るもので
ある。そして、この理は、預金者が死亡した場合に
おいても異ならない……預金者が死亡することによ
り、普通預金債権及び通常貯金債権は共同相続人全
員に帰属するに至るところ、その帰属の態様につい
て検討すると、上記各債権は、口座において管理さ
れており、預貯金契約上の地位を準共有する共同相
続人が全員で預貯金契約を解約しない限り、同一性
を保持しながら常にその残高が変動し得るものとし
て存在し、各共同相続人に確定額の債権として分割
されることはない」とし、また、ゆうちょ銀行の定
期貯金については、郵政民営化法施行前の定期郵便
貯金とその基本的内容は異ならないとして、「定期
貯金についても、定期郵便貯金と同様の趣旨で、契
約上その分割払戻しが制限されている」とし、相続
によって当然には分割されないとした。
　以上のように、普通預金・通常貯金と定期貯金と
で異なる理由づけを示しつつ、「共同相続された普
通預金債権、通常貯金債権及び定期貯金債権は、い
ずれも、相続開始と同時に当然に相続分に応じて分
割されることはなく、遺産分割の対象となる」との
判断を示し、原判決を破棄し、原審に差し戻した。
差し戻された大阪高決平成29・５・12判タ1450号83
頁は、被相続人の遺産はすべてＸが取得するとした。
　②共同相続された普通預金債権については、①最
大決平成28年12月19日を援用し、「相続開始と同時
に当然に相続分に応じて分割されることはない」と
した。
　また、「定期預金については、預入れ１口ごとに
１個の預金契約が成立し、預金者は解約をしない限
り払戻しをすることができないのであり、契約上そ
の分割払戻しが制限されているものといえる。そし
て、定期預金の利率が普通預金のそれよりも高いこ
とは公知の事実であるところ、上記の制限は、一定
期間内には払戻しをしないという条件と共に定期預

81　預貯金債権（改正909条の２）
▶① 最大決平成28年12月19日民集70巻８号2121頁/裁判所時報1666号１頁/

判タ1433号44頁〔28244524〕
▶② 最一小判平成29年４月６日裁判所時報1673号３頁/判タ1437号67頁/判

時2337号34頁〔28251145〕
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事務所名

実務上押さえておくべき
重要判例と判例法理を即時に理解できる一冊！

離婚・親子・相続分野の第一線で
活躍する実務家、研究者が執筆！

精選したすべての判例に、実務上の
意義・展望（実務上の示唆）を掲載。
実務で注意すべき点がつかめる！

定価4,968円（本体4,600円）
定価3,456円（本体3,200円）

実務精選120　離婚・親子・相続事件判例解説
実務精選100　交通事故判例解説

第1　離婚・親子
　Ⅰ　婚姻・離婚・縁組総論
　Ⅱ　婚　姻
　Ⅲ　離婚⑴　離婚原因
　Ⅳ　離婚⑵　財産分与・慰謝料
　Ⅴ　離婚⑶　親権者指定・監護費用・
　　　　　　　面会交流
　Ⅵ　婚外関係
　Ⅶ　親子⑴　実親子関係

　Ⅷ　親子⑵　養親子関係
　Ⅸ　親子⑶　子の氏名・子の引渡し・
　　　　　　　親権
　Ⅹ　後見をめぐる問題
　Ⅺ　親族間扶養

第2　相　続
　Ⅰ　総　則
　Ⅱ　相続人

　Ⅲ　相続の効力
　Ⅳ　相続の承認及び放棄
　Ⅴ　財産分離
　Ⅵ　相続人の不存在
　Ⅶ　遺　言
　Ⅷ　配偶者の居住の権利
　Ⅸ　遺留分　
　Ⅹ　特別の寄与
　判例索引
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